
NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

25.0%
75.0%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

【前回評価】平成２５年度「見直しの上で継続（拡大）」意見特になし。
【前回評価への回答】復路2割引から片道1.5割引へ拡充
【その他】旧：甑島航路甑島発運賃割引補助金

成果指標の推移① 46582.0 59177.5 72409.0
成果指標の推移②

特
記
す
べ
き
事
項
等

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%
交付件数 1 1 1

支出計/前年度支出計 211.4% 153.3%
自己資金/前年度自己資金

0.0% 0.0%

計 5,203,610 100.0% 11,000,900 100.0% 16,867,365
（翌年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

16,867,365
人件費 0.0% 0.0%

支
出

事業費 5,203,610 100.0% 11,000,900 100.0%

その他事務費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

25.0% 4,216,842

計 5,203,610 100.0% 11,000,900 100.0% 16,867,365
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

会費収入 0.0% 0.0%
事業収入 0.0%

国・県補助金 3,902,708 75.0% 8,250,675 75.0% 12,650,523
市補助金 1,300,902 25.0% 2,750,225

上記項目の
積算方法

　甑島航路確保維持改善協議会（国、県、市、運航事業者、住民代表で構成）により割引率
を決定し、国･県･市が定められた補助割合により負担する。

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）

等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成25年度 平成26年度 平成27年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0 0.0% 0 0.0% 0

0.0% 0
寄付金・その他助成

補助対象経費 甑島航路運賃の地域公共交通確保維持改善事業に基づく割引単価

補助対象事
業・活動の内

容

　甑島航路においては、本土バス路線等に比べて運賃が割高となっており、甑島島民の交通
費負担を軽減するため、国の「地域公共交通確保維持改善事業」に基づき、甑島航路確保維
持改善協議会（国、県、市、運航事業者、住民代表で構成）により運賃の割引率を決定し、
甑島島民限定で割引するもの。割引率：片道1.5割引　補助割合：国＝1/2、県＝1/4、市：
国、県の補助を差引いた額

□運営補助のみ　　■事業補助のみ　　□運営補助と事業補助の両方　　□その他
補助金額又は

補助率
予算の範囲内

成果指標②

補助対象者 甑島商船㈱

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 利用者数（平成27年度実績から目標値を設定した) 80,000 平成３３年度

平成28年度
予算額

4,250 千円

国県支出金 一般財源 その他 その他の内容

4,250

事務事業名 川内甑島航路運営事業費

根拠法令 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（甑島航路運営費等補助）、甑島航路離島住民運賃割引補助金交付要領

補助経過年数 １年以上５年以下

平成28年度 甑島航路離島住民運賃割引補助金 評価表 48

所管部課名 交通貿易課 担当者 新森
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要件 評価 評価した内容についての説明

公
益
性

A

　本事業により不特定多数の甑島島民の交通費負担が
軽減されることから、公益性が認めらる。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

A

　割引分を補助することで、甑島島民の交通費負担軽
減につながっていることから、市民ニーズに合致して
いる。

A
　甑島島民の交通費負担軽減を目的で実施しており、
行政以外のもので実施できるものは存在しない。

A

　本土バス路線等の運賃を下限に、甑島航路確保維持
改善協議会（国、県、市、運航事業者、住民代表で構
成）により割引率を決定しており、妥当性を欠くもの
ではない。

A

　甑島島民の交通費軽減を目的に実施しており、自助
努力との関係はないと認められる。

A
　本土と甑島とを結ぶ唯一の航路であり、公益性が認
められる。

A

　甑島島民の交通費負担軽減を目的に実施しており、
割引率を運航事業者への補助金を交付することが妥当
な手段であると認められる。

A

　補助対象経費は明確に規定されており、公費を当て
ることは妥当性を書くものではない。

≪視点別評価≫

　公益性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　必要性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　有効性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　適格性・妥当性　⇒　　□高い　　　□低い

≪今後の改革の方向性≫

□現状のまま継続

□見直しの上で継続

　⇒今後の方向 □拡大 □他の補助金と統合

　　　　　　   □補助内容の改善 □縮小 □移管

□休止

□廃止

≪まとめ≫

〈補助金の視点別評価〉　　　　　　　　　　　　【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=課題あり】

項　　目

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A

②に該当する。
甑島航路においては、本土バス路線等と比較して運賃
が割高であり、市からの補助が必要であると認められ
る。

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

≪今後の改革の方向性≫

外
部
評
価
結
果

■現状のまま継続

□見直しの上で継続

 ⇒今後の方向性□拡大 □他の補助金と統合

　　　　　　　　□補助内容の改善 □縮小 □移管

□休止

□廃止

≪上記方向の理由≫

　本事業を実施しなければ、甑島島民の交通費
負担軽減を図ることができないことから、現状
のまま継続したい。

≪改革・改善の内容とそれを実施していくため
の手段・計画≫

甑島航路確保維持改善協議会へ引き続き割引率
を提案する予定である。
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